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令和５年１２月定例会 厚生文教常任委員会 資料 

関連議案番号：議案第１４１号 

所管課名  ：総務部税務課 

 

 

甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案要綱  

 

１ 改正の理由  

  「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一

部を改正する法律（令和５年法律第３１号）」が令和５年５月１９日に、「全世代

対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す

る法律の一部の施行に伴う関係政令の整備に関する政令（令和５年政令第２４３

号）」が令和５年７月２０日にそれぞれ公布され、令和６年１月１日から施行され

ることに伴い、甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正するものです。  

 

２ 改正の概要  

 （１） 出産被保険者の産前産後期間に係る所得割額及び均等割額の免除につい

て規定します。  

【第２３条第３項関係】  

 

 （２） 上記産前産後期間の減額に係る届出について規定します。  

【第２４条の３関係】  

 

 （３） この条例は、令和６年１月１日から施行します。また、本改正に伴うそ

れぞれの経過措置を定めます。  

【付則関係】  

 

３ その他  

税収及び財政への影響  
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   〇均等割  

令和４年度実績人数で、単胎妊娠で軽減非該当世帯と仮定した場合 

約４５万円の減額 

 

   〇所得割 

令和４年度実績人数で、単胎妊娠で軽減非該当世帯と仮定した場合 

約４８万円の減額 

 

４ 減額にかかる公費負担の見込 

  国が１/２、都道府県が１/４を負担するため、市の負担は減免額の１/４になり、

その額を一般会計から繰入することになります。 

 


